
事後評価結果（平成１６年度）

担 当 課：北海道開発局建設部道路計画課
担当課長名：西村 泰弘

事業名 一般国道４５２号 幾春別道路 事業 一般国道 事業 国土交通省
いくしゅんべつ

区分 主体 北海道開発局

起終点 自：北海道三笠市幾春別国有林岩見沢事業区 延長
みかさ いくしゅんべつ いわみざわ

至：北海道三笠市桂沢国有林岩見沢事業区 ６．４km
みかさ かつらざわ いわみざわ

事業概要
一般国道４５２号は、平成５年度に道道から昇格した夕張市と旭川市を結ぶ延長約１１０kmの幹線道路で

あり、道央圏と道北圏を連絡する重要な路線である。
このうち幾春別道路は、三笠市郊外に位置する延長６．４kmの一次改築事業である。

事業の目的・必要性
一般国道４５２号幾春別道路は、一次改築による安全性の向上並びに冬期間交通不能区間の解消、物流の

効率化、観光アクセスの向上に寄与するものである。
事業概要図

事 事業期間 H 5年度 用 地 着 手 H 7年度 供用年 H10 変事 業 化 年 度 (当初)
業 H－年度 工 事 着 手 H 5年度 H11 動 １．１倍都 市 計 画 決 定 (暫定/完成) (実績)
の 事業費 計画時 / 7.7億円 実 績 / 12.2億円 変(名目値) (名目値)
効 7.6億円 / 12.0億円 動 １．６倍(暫定/完成) (実質値) (暫定/完成) (実質値)/

果 交通量 計画時 実 績 変
等 447台/日 567台/日 動 ＋１２７％(当該路線) (着手時の交通量)

旅行速度向上 44.9 → 48.8 交通事故減少 47.0件/億台ｷﾛ→19.6件/億台ｷﾛkm/h km/h
(整備前→整備後) (整備前年次) H ６年度 (整備後年次) H16年度 (整備前→整備後) (整備前年次) Ｈ５～6年度 (整備後年次) H12～15年度
費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 １９億円 総便益 ９１億円 基準年
分 析 結 果 ４．９ 90 Ｈ 16年事 業 費： 16 億円 ： 億円走行時間短縮便益

維持管理費： 億円 ： 億円（事後） 2 1走行経費減少便益
： 億円交通事故減少便益 0

事業遅延によるコスト増 費用増加額 便益減少額
６億円 ２億円

事業遅延の理由
地すべり対策の検討に時間を要した。

客観的評価指標に対応する事後評価項目
●現道等における交通不能区間が解消
・当事業の整備により、冬期交通不能区間が解消され、冬期間において夕張市から富良野市間が国道
１２号、３８号迂回で２０４分、国道２７４号、２３７号迂回で１７７分を要していたが、１２８
分に短縮された。

●主要な観光地へのアクセス向上による効果
・当該事業を含む国道４５２号沿線には、ダム等の景勝地を始めとした自然景観を楽しむ観光地とな
っており、近年では、炭坑関連遺構群を巡る新たな観光ルートが確立されつつある。
【滝の上公園入り込み数】(H14)１０５．５千人 → (H15)１３４．７千人
【夕張国際映画祭入り込み数】(H12)２５．０千人 → (H15)２７．５千人

他２項目について効果の発現が見られる
その他評価すべきと判断した項目
特になし

事 環境影響評価に対応する項目
業 環境影響評価、対象外事業である
に
よ
る
環
境 その他評価すべきと判断した項目
変 ●利用者の満足度
化 ・利用者から整備に満足しているという評価を得ている。

【満足】４７．６％ 【普通】４２．９％ 【やや不満】９．５％



事業を巡る社会経済情勢等の変化
○人口・産業等の社会経済状況の変化
・三笠市人口については、事業化当時１７，０００人（Ｈ２国勢調査）→開通後１３，６００人（Ｈ１２
国勢調査）に減少している。夕張市人口については、事業化当時２１，０００人（Ｈ２国勢調査）→開
通後１４，８００人（Ｈ１２国勢調査）に減少している。

・三笠市の森林蓄積量は事業化当時（Ｈ４）２，５１５千m3→供用後（Ｈ１４）３，０４９千m3に増加し
ている。夕張市の森林蓄積量は事業化当時（Ｈ４）８，２１６千m3→供用後（Ｈ１４）９，３２８千m3
に増加している。

・三笠市及び夕張市の農業粗生産額は、事業化当時（Ｈ５）から低下傾向にありますが、近年は収益性の
高いメロンの栽培が進められており、夕張市は全道１位の収穫量となっています。

今後の事後評価の必要性及び改善措置の必要性
、 、 、幾春別道路の整備により 一次改築による安全性の向上や冬期交通不能区間の解消 観光アクセスの向上

物流の効率化など、道路整備による効果が発現している。よって、これから先、大きな社会情勢や交通量の
変化がない限りにおいては、今後の事後評価の必要性は生じない。
しかし、今後においても地域の活性化や、交通状況等の把握に努め、適切な維持管理を推進し、その費用

のコスト縮減に努め、一層の利用の促進を図る。
計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性
特に同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要はない。

特記事項
特になし

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。


